
















































































１期 ８ ０ ５ １ ６
２期 ８ ３ ２ １ ３
３期 ８ ０ ６ ２ ８
４期 ８ １ ６ ＊ ６




専 任 客 員
長期
短 期
講義 指導 講義 指導 計 講義 指導 計
１期 １ １ １ ３ ３＊ １ ３ ２ ４＊
２期 １ １ ２ ３ ４＊ １ ２ ２ ２＊
３期 １ １ ３ ３ ５＊ １ ２ ２ ２＊
４期 １ ２ ３ ２ ４＊ １ ２ １ ２＊





























































































その他選択 古典文法 ◆ ２
コンピューター・リテラシー ◆ ２
総単位数 ４４
◎必修 ☆指定数の科目を選択 ◆選択
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（ ）は中国側・日本側教員の分担を示す。その他の科目はセンターの他コースの授業を受講
した。本課程の授業および修論作成は、他コースと同様にすべて日本語で行った。
なお、本課程では、センターの日本研究の特長を生かし、日本語教育における日本語学・文
学・文化・社会を扱った研究も可能で、１年目１学期終了時に学生が研究分野を選択すること
になっていた。しかし、実際には１期から４期までの学生全員が日本語教育研究を希望したた
め、修論指導ではその他の分野の科目は開講されなかった。
１年目終了時の訪日研修は国際交流基金の招聘によるもので、学生は日本語国際センターに
滞在しながら、早稲田大学大学院日本語教育研究科で日本の大学院教育を体験した他、研究者
との交流や資料の収集を行った。
３．６ 修士論文の作成
本課程の特徴である修論作成の過程について述べる。本課程では、１年目にセンターで授業
を受講している間に学生は修論のテーマを決定し、研究計画を策定する（３）。学生１名につき中
国側・日本側計２名の教員が指導を担当する。
２年目の９月から学生は元の職場に復帰して、そこで実際に教育を行いながら研究用データ
を収集し、修論を執筆する。２年目からは中国側指導教員による電子メール等を利用した遠隔
指導が中心となるが、２年目の１月と８月にセンターで３日間の集中指導が行われ、その際は
日本側指導教員も国際交流基金の派遣で参加した。集中指導への参加は修論提出の要件となる。
内容は中間発表（進捗状況報告）と個別指導で、そこでの指導を参考に学生は続けて修論作成
を行う。
３年目の１２月に学生は中国側指導教員に草稿を提出し、内容面の指導を受ける。学生はその
修正を経たものを３月に日本側指導教員に郵送し、日本語のネイティブチェックを受ける。そ
して、４月にセンターに最終稿を提出し、６月に修論審査（論文審査と口頭試問）が行われる。
４．成果と課題
４．１ 現職日本語教師の学位取得
表１のように、全４期の入学者３２名のうち、２００７年９月現在学位を取得したものは２３名で、
入学者の約７割となっている。中国の同種のコースの学位取得率と比較する必要もあるが、ほ
ぼ全員が初めて取り組んだ日本語教育研究の分野において７割の学生が学位を取得したことは、
相応の評価をしてよいだろう。
以下、学位取得に至らなかった８名（４期生１名については未定）の事情について述べる（４）。
まず、本課程の修了の要件である外国語統一試験の存在がある。中国では大学院レベルの学
位取得において外国語能力が重視されているが、特に大学間格差が大きい在職修士課程におい
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ては、この外国語試験（受験回数制限あり）によってその質を保証しており、一説には合格率
を３～４割程度に押さえているとも言われている。本課程の学生は、もともと日本語専攻で英
語その他の外国語の学習経験が不十分なものが多く、多くの学生にとってこの外国語試験が難
関となり、実際に修論は完成させながら、外国語試験不合格のために学位を取得できなかった
学生が４名いた。
次に、中退者４名の存在であるが、本課程のような現職者を対象とし、遠隔指導を伴うコー
スでは、ある程度はやむを得ないと考える。このうち１名は他分野の研究を目的とした日本留
学で、１名は家庭の事情により、コース半ばで中退したもので、最終的に修論を完成できな
かったための中退は残りの２名のみであった。
なお、本課程で学位を取得した学生の中には、所属機関で昇格したり、博士課程への進学を
希望・実現したりするものも出てきており、今後の発展を期待したい。
４．２ 日本語教育研究への貢献
最初に述べたように、本課程は中国で初めての本格的な日本語教育研究者養成をめざした修
士コースと位置づけられる。また、現職の日本語教師を対象とした点でも特徴がある。以下、
中国の日本語教育の発展に対する貢献と今後の課題について述べる。
 現職教師による実証的日本語教育研究の導入
本課程設立以前の中国の日本語教育研究は、日本語の言語的・文化的側面を取り上げたもの
が中心で、教育方法については教師の経験にもとづいた初歩的な実践報告が多かった。本課程
において、現職教師である学生が自身の教育現場でデータを収集し、言語教育理論を踏まえた
実証的な教育研究を行ったことは、今後の中国の日本語教育研究にも影響を与えていくと考え
られる。修了生の中には全国規模の学会で研究成果を発信するものが出てきており、今後も彼
らの研究活動を支援していく必要がある。
 日本語教育研究の基盤およびネットワークの構築
センターでは２００５年９月から、本課程を発展解消する形で正規の大学院修士課程に日本語教
育研究コースが設立された。新コースは現職教師だけでなく教授経験のない学部卒業生も対象
とするものだが、本課程がセンターにおける日本語教育研究の基盤を整備したと言うことがで
きる。
また、センターでは本課程の設立に伴って日本語教育研究室が設置されたが、そこでは学生
の教育だけではなく、外部に向けての研究会や研究プロジェクト（５）などの活動が活発に行われ、
すでに中国における日本語教育研究の中心的な存在となりつつある。その背景には、本課程の
授業や指導で他大学の教員の協力を求めたことがあり、その後も日本語教育の方法論に関心を
持つ研究者がセンターに集まり、新たな共同プロジェクトを立ち上げている（６）。また、日本側
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派遣教員の中にもセンターの活動に関心を持ち、引き続き協力を行うものが少なくない。本課
程で培われた中日の研究者のネットワークと協働体制がセンターの日本語教育研究を支えてい
る。
今後の課題としては、センターの日本語教育研究の成果を外部に向けてさらに発信していく
ことと、現在は北京市内の大学が中心の研究者のネットワークをさらに拡大することが挙げら
れる。
５．おわりに
以上、北京日本学研究センター在職日本語教師修士課程の実施状況について報告した。今後
は、修了生に対する追跡調査や、修論の作成過程の詳しい分析を行い、本課程が中国における
現職日本語教師向け修士コースとしてどのような役割を果たしたのかをさらに明らかにしてい
きたい。
〔注〕
（１）「大平学校」とセンターの教師教育については、篠崎・曹（２００６abc）を参照されたい。
（２）１期のカリキュラムは、横山（２００２）を参照されたい。また、訪日研修以降の単位はない。
（３）１年目の詳細は、篠崎・浜田（２００５）を参照されたい。
（４）２期の学位取得率が低くなっているが、これは２００３年春に中国で猛威を振るったSARS（重症急性呼吸器
症候群）の影響が考えられる。当時北京では全ての大学が閉鎖され、日本側教員も緊急一時帰国したが、
コースとしては学生が修論の研究計画を策定する重要な時期に当たり、その後の研究に影響を与えたこと
は否めない。
（５）日本語教育研究室の研究プロジェクト（国際交流基金助成）としては、以下のものがある。
「中国の日本語教育における主幹科目『総合日本語（精読）』に関する総合研究」（２００２～２００４年度）
「中国の日本語教育のための新しい教材像に関する研究」（２００５年度）
（６）日本語教育研究室では前述の研究プロジェクトの成果をもとに、２００６年度から北京市内の４大学と共同で
大学日本語専攻１・２年生用科目のシリーズ教材を作成する教材制作プロジェクトを立ち上げている。詳
細は曹（２００７）を参照されたい。
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